職場における受動喫煙に関する一考察:カナダ法との比較 by 柏崎 洋美
（197）　21
〔京都学園法学　2011年　第 2号〕
《論　説》
職場における受動喫煙に関する一考察
──カナダ法との比較──
柏 﨑 洋 美
　　目　　次
一　はじめに
二　わが国における受動喫煙に関する判例の動向
　⑴　喫煙権を憲法上の権利として位置づけること自体は否定していないと解された事件
　⑵　国鉄には禁煙車両を設置する等の非喫煙者対策を講ずべき注意義務があるとはいえ
ないとされた事件
　⑶　中学校の職員室において，受動喫煙を強いられないために喫煙室の設置を求めたが，
現時点では係る措置までは必要ないとされた事件
　⑷　東京都衛生研究所の職員がなした喫煙室設置等の措置要求を認めなかった判定に違
法がないとされた事件
　⑸　市役所の庁舎事務室において職員が受動喫煙を余儀なくされたことが人格権の侵害
であるとして禁煙措置および損害賠償を求めたが棄却された事件
　⑹　中学校を禁煙としなかったため，健康被害を受けたことについて損害賠償を求めた
が棄却された事件
　⑺　郵政事業庁の庁舎内において，職員は受動喫煙を拒むことは認められる余地もある
が，環境中たばこ煙に曝露させない環境におくことまでは認められないと棄却された
事件
　⑻　地方公共団体である江戸川区は，職場における受動喫煙の被害から職員を保護する
安全配慮義務があり，その義務違反に損害賠償責任が認められた事件
　⑼　JR 西日本に対して，職員らは分煙対策が不十分なため受動喫煙によるストレスを
感じ，重篤な疾病等に罹患する危険性にさらされているとして人格権に基づく妨害排
除請求等を求めたが棄却された事件
　⑽　非喫煙タクシーに乗務することを前提に採用された乗務員が，喫煙タクシー乗務に
よる受動喫煙により損害賠償請求を行なったが棄却された事件
　⑾　個人タクシー事業主である原告が，タクシー業務適正化臨時措置法（当時）に基づ
22　（198）
く所管大臣の指定を受けた実施機関を被告として，その指導に違法があると主張した
が，棄却された事件
三　わが国における受動喫煙に関する法制度
四　カナダにおける受動喫煙に関する判例の動向
　⑴　喫煙は権利および自由に関するカナダ憲章上の権利ではないとされた事件
　⑵　オンタリオ州法による室内又は公共の場における喫煙の禁止は権利および自由に関
するカナダ憲章に違反しないとされた事件
　⑶　喫煙は伝統的な宗教上の儀式を除いては，権利および自由に関するカナダ憲章の保
護を受けないとされた事件
　⑷　たばこ広告の規制と表現の自由に関する合憲性の判断に伴って，たばこの有害性が
判示された事件
五　カナダにおける受動喫煙に関する法制度
　⑴　連邦の非喫煙者の健康法（Non-smokers’　HealthAct）
　⑵　喫煙からの自由オンタリオ法（Smoke-FreeOntarioAct）
六　おわりに
一　は じ め に
　わが国においては，これまで喫煙に関して寛容な状況があり，受動喫煙の被
害を問題視する一部の者が裁判でその是非を争うというものであった。時代の
流れとともに，わが国の判例は，受動喫煙を法律上の問題とし，平成16年 7 月
に損害賠償請求を認めるものもあらわれたが，多くの判例はその請求を認めて
いなかった。
　平成17年 2月に「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」が発効すると，
受動喫煙をとりまく環境は，急激に変化し受動喫煙を防止する方向に変化した。
　わが国においては，受動喫煙を防止するため，カナダ・アメリカ・ドイツ・
フランス・イギリス・オーストラリア・韓国・タイにおける受動喫煙に関する
調査研究がなされた。なかでもカナダは，完全禁煙をめざして，厳格な措置を
とっている。
　そこで，本稿においては，わが国およびカナダの受動喫煙に関する判例および
法制度を比較検討して，今後わが国がとるべき法改正および立法の方向性を検討
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する。カナダは，連邦制の国家のため，検討の対象を連邦とオンタリオ州とする。
二　わが国における受動喫煙に関する判例の動向
　わが国において，これまで喫煙および受動喫煙に関して，種々の判例が言い
渡されている。まず，その動向を分析し，受動喫煙に関する判例の変遷および
現在の位置づけを検討する。
　⑴　喫煙権を憲法上の権利として位置づけること自体は否定していないと解
された事件
　イ　この事件は，被拘禁者に対する喫煙の禁止を言い渡したものであったが，
喫煙権を憲法上の権利として位置づけること自体は否定していないと解されも
のであった。
　判旨は，以下のような理由で上告を棄却した（確定）。
　「煙草は生活必需品とまでは断じがたく，ある程度普及率の高い嗜好品にす
ぎず，喫煙の禁止は，煙草の愛好者に対しては相当の精神的苦痛を感ぜしめる
としても，それが人体に直接障害を与えるものではない」とし，「喫煙の自由
は，憲法13条の保障する基本的人権の一に含まれるとしても，あらゆる時，所
において保障されなければならないものではない。したがって……拘禁の目的
と制限される基本的人権の内容，制限の必要性などの関係を総合考察すると
……喫煙禁止という程度の自由の制限は，必要かつ合理的なものであると解す
るのが相当であ〔る〕」と。
　ロ　この事件の中心的問題の 1つは，喫煙の自由が憲法上保障される人権と
いえるかという点にある。また，喫煙の自由については，憲法に明文の規定が
存在しないため，これが憲法13条の保障する基本的人権に含まれるか否かとい
う点も問題になる。判旨はこの点について喫煙の自由も憲法13条に含まれると
考えうる余地を認めているが，その表現は仮定的で明確性を欠いていると指摘
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被拘禁者の喫煙禁止に関する国家賠償請求上告事件・最大判昭45・ 9 ・16民集24号10号1410頁。
戸松秀典・法協89巻12号（1972年12月）1797頁。
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されている。
　ハ　本件は，喫煙の効果に関して，喫煙者本人に対しては，喫煙の禁止は，
人体に直接影響を与えるものではないとしている。
　これに対して，本稿で検討の対象としている受動喫煙は，本人以外の第三者
の人体に直接影響を与えるものである。このことを発展させたのが，受動喫煙
の禁止と考えられる。
　⑵　国鉄には禁煙車両を設置する等の非喫煙者対策を講ずべき注意義務があ
るとはいえないとされた事件
　イ　この事件は，国鉄を利用した際に他の乗客の吸うたばこの煙によって被
害を受けた14人の市民（うち 1人は国鉄利用の通勤者）が原告となって，当時の
国鉄・国・専売公社を訴えた事件であった。その請求内容は，第 1に，国鉄に
対して，各列車の客車のうち半数以上を禁煙車とすること，および，第 2に，
当時の国鉄・国・専売公社に対して，原告らが国鉄を利用した際に禁煙車がな
かったために車内のたばこの煙によって受けた苦痛を健康被害の賠償として総
額920万円を原告らに支払うことを求めたものであった。
　判旨は，以下のような理由で請求を棄却した（確定）。
　「今や被告国鉄の運行する列車の利用自体が……人の移動の手段として唯一
のものでも，また必ずしも最有力のものでもないのみならず……列車内のたば
この煙に曝される現実の危険は，極めて低いものといわざるを得ない」とし，
「我国においては，従来喫煙に対しては社会的に寛容であり，喫煙者は，かな
り自由に喫煙を享受してきた実態がある」。
　さらに，判旨は，「被告国鉄が右のように喫煙が受容されている社会的実態
をも考慮に入れた輸送の体制をとることは何等不都合なことではな」く，「非
3）
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藤馬龍太郎・憲法判例百選〔第 3版〕（1974年 6 月）17頁，同・憲法判例百選⑴（1980年 4
月）27頁，同・憲法判例百選⑴〔第 2版〕（1988年 1 月）27頁，同・憲法判例百選⑴〔第 3版〕
（1994年 9 月）35頁，藤井樹也・憲法判例百選⑴〔第 4版〕（2000年 9 月）37頁，同・憲法判例
百選⑴〔第 5版〕（2007年 2 月）37頁。
国鉄禁煙車両設置等請求事件・東京地判昭62・ 3 ・27判時1226号33頁。
郡司篤晃ほか「嫌煙権判決をめぐって」ジュリ891号（1987年 8 月）82頁〔穂積忠夫発言部分〕。
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喫煙者である乗客が被告国鉄の管理する列車に乗車し，たばこの煙に曝露され
て刺激又は不快感を受けることがあっても，その害は，受忍限度の範囲を超え
るものではない」とした。
　ロ ⅰ　実態として，社会の半数以上が非喫煙者であるという事実を前提と
し，かつ，客車の半数程度と禁煙車とすることが原告の請求であることを考え
れば，請求を認めて被侵害利益の救済を図っても，国鉄業務の公共性を損なう
とは考えにくい。こうした点を十分検討せずに，受忍限度の概念を適用したこ
とがこの事件に対する批判の原因であり，説得性に疑問がもたれる点である。
　また，この事件は，日本で最初の「たばこ公害裁判」であるとされたが，現
時点においては，受動喫煙に関する裁判と捉えることが可能である。原告が，
世界各国および世界保健機関（WHO）での嫌煙権確立に向けての努力を説明し
ているのにもかかわらず，当時の裁判所はほとんどこれに関心を示していない
点が特徴的である。
　ⅱ　そして，被侵害利益たる原告の利益と対置されているのは，禁煙車を接
続しない列車を運行させる行為である。しかし，判決時には，新幹線から在来
線までほぼすべての列車に禁煙車か禁煙席が設定されている。受動喫煙による
被侵害利益が軽微なものであるという判旨の前提は，そのまま承認するとして
も，加害行為の公共性が存在し，それは被侵害利益を凌駕するものとはいえな
いと考えられる。
　⑶　中学校の職員室において，受動喫煙を強いられないために喫煙室の設置
を求めたが，現時点では係る措置までは必要ないとされた事件
　イ　この事件は，公立中学校の教諭が受動喫煙を強いられないために，地方
公務員法46条に基づいて中学校に喫煙室を設置することを内容とする措置要求
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伊藤　真・判評349号（判時1260号，1988年）41頁。
江橋　崇「禁煙権は認知されたか」法教82号（1987年 8 月）18頁。
同・22頁。
伊藤・前掲注 6）40-41頁。
名古屋市人事委員会（名南中学校等喫煙室）事件・名古屋地判平 3・ 3・22判時1394号154頁。
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をしたが，名古屋市人事委員会が認めない判定をしたので，その判定の取消し
を求めたものであった。
　判旨は，以下のような理由で請求を棄却した（控訴）。
　「受動喫煙が健康に及ぼす影響についてＸの主張するところは，疫学的知見
としてＸが拳示する証拠……によっておおむねこれを認めることができる。
……他方，喫煙の嗜好及び習慣は長年にわたり社会的承認を受けて推移してき
たところから……受動喫煙を強いられることをもって直ちに人格権の侵害とし
て違法ということなでき」ない，として現時点において原告ら求める喫煙室の
設置の措置までは必要がないとした被告である人事委員会の判定には違法はな
いとした。
　控訴審においては，原告らが措置要求をした後に他の中学校に転任したこと
から，この取消訴訟は，訴えの利益を欠くに至ったとして却下された。
　ロ　この事件は，職場における受動喫煙をめぐる初めての判例である。判旨
は，一般論としては，受動喫煙を強いられない利益は法的な保護に値すること
を承認しているが，具体的な事案の判断においては，社会全般の一般的な喫煙
に対する考え方・喫煙規制の現状および受動喫煙の被害の認定といった要素に
よって判断されるとした。
　また，喫煙室の設置には予算的裏付けも必要とされているので，人事委員会
の裁量の範囲内とされた。
　⑷　東京都衛生研究所の職員がなした喫煙室設置等の措置要求を認めなかっ
た判定に違法がないとされた事件
　イ　この事件は，東京都衛生研究所（以下，「研究所」という）の一般職職員
が，①研究所に換気系統が他の室とまったく異なる喫煙室又は喫煙場所を設置
すること，②①の措置が実現するまで原告に研究所の他の職員が日常使用して
11）
12）
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名古屋高判平 4・10・29判時1496号127頁。
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いるものと同等の条件，設備の整った執務室（実験室および控え室）を提供する
こと，③喫煙による被害を受けない場所へ異動する場合には，他の職員の場合
と同等の職務遂行上の条件，待遇とすること，④措置要求を提出している期間
中，命令権者の一方的な命令権の行使で原告が不利な状態におかれることを未
然に防止する条例あるいは規則の改善をすることを求めたものであった。
　原告は，この措置要求に先立って，事務室内での禁煙措置等を求める措置請
求をし，その一部を認める判定および勧告がなされていたが，原告は研究所の
措置が不十分であるとして，本件措置要求をした。
　判旨は，以下のような理由で請求を棄却した（控訴）。
　「地方公務員法46条による措置要求制度は，同法が職員に対し，労働組合法
の適用を排除し……労働委員会に対する救済申立ての途をとざしたことに対応
する代償，補完の措置であ」って，「人事委員会は，その広範な裁量権の範囲
内で……措置要求者が措置事項として掲げた事項そのものとは異なる措置をと
ることを妥当とする判定をし，その旨勧告することも許されているものと解さ
れる」し，裁量権の逸脱又は濫用と認められる限り，当該判定を違法であると
判断すべきであるとした。
　ロ　研究所においては，勧告直後からほぼ半年に 1回環境調査が続けられ，
原告の異動に伴い換気扇の増設および原告の要求により喫煙の影響が少ない個
室が提供され，個々の職員の喫煙に対する態度にも，研究所の措置の成果は次
第に表れてきていた。
　この事件は控訴されたが棄却され，その後上告されたが棄却され，再審にお
いても却下されている。
14）
15） 16）
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判時1384号108頁解説部分。
東京高判平 3・12・16労民集42巻 6 号940頁。
最一小判平 4・10・29労判619号 6 頁。
宮原　均・國士舘法學25号（1993年 3 月）107頁。
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　⑸　市役所の庁舎事務室において職員が受動喫煙を余儀なくされたことが人格
権の侵害であるとして禁煙措置および損害賠償を求めたが棄却された事件
　イ　この事件は，市役所の職員である非喫煙者である原告が，市および市長
が庁舎事務室を禁煙にしていないため，受動喫煙を余儀なくされ，健康を害さ
れている旨，および，禁煙にしていないことは安全配慮義務違反である旨を主
張して，人格権に基づき事務室を全面禁煙にすることを求めるとともに，債
務不履行又は不法行為に基づき慰謝料として30万円の賠償請求をしたもので
あった。
　判旨は，以下のような理由で請求を棄却した（控訴）。
　人格権に基づく差止請求については，「差止による影響などを全く考慮しな
いで当然に差止を是認するのは相当とはいい難」く，「侵害行為が受忍限度を
超えたものであることが必要であるというべきである」とした。
　事務室を全面禁煙にすることについては，「被告は原告を含めた職員のより
良い職場環境を設定することが望ましいとしても……本庁舎が狭隘で独立した
喫煙室を設置できないという制約があり……〔平成 3年 5 月時点で喫煙者が約
35％いる〕職員の喫煙に対する考え方等諸般の事情を考慮すると，現時点にお
いては……裁量の範囲を逸脱したとはいえない」として，原告か被告に対して
事務室を禁煙室にすることは請求できないので，原告の差止請求は，理由がな
いとされた。そして，「被告に安全配慮義務違反があったとは認め難い」とし
て，「原告の債務不履行ないし不法行為に基づく損害賠償請求は理由がない」
とした。
　ロ　この事件は，現代型訴訟・政策決定型訴訟としても注目されたが原告の
請求は受忍限度論によって棄却された。判旨は，差止容認の条件の中に，はじ
めから被害の態様・程度だけでなく，社会一般の考え方など雑多な要素を持ち
込んでいる。また，判旨は受忍限度論に依拠しているが，加害行為に被侵害利
18）
19）
岩国市（嫌煙措置要求）事件・山口地裁岩国支判平 4・7・16判時1429号32頁。
控訴審の結果は不明（判例集未登載）。
判時1429号32頁解説部分。
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益を上回るような公共性が存在しないにもかかわらず，この理論を適用するの
は不適切であると考えられる。
　⑹　中学校を禁煙としなかったため，健康被害を受けたことについて損害賠
償を求めたが棄却された事件
　イ　この事件は，公立中学校の教諭が勤務していた 2校の中学校において，
受動喫煙のため健康被害を受けたことについて，安全配慮義務違反による債務
不履行ないし不法行為に基づいて市長に損害賠償請求したものであった。
　判旨は，以下のような理由で請求を棄却した（控訴）。
　「Ｙは，両中学校の職員室において喫煙することのできる場所の範囲を画
然と区別した上，その空気が他の部分に流入することを防止する設備を設け，
他の部分では喫煙しないよう求め，教職員も，皆了解して喫煙を控えるに至っ
たというのであり，禁煙措置等の実効はそれ相応に挙がったとみて妨げない」。
　したがって，「Ｙが公務遂行のために設置すべき施設等の管理等又は公務の
管理に当たり，Ｘの生命及び健康を受動喫煙の危険から保護するよう配慮すべ
き義務にＹが違反したとはいうことができない」。
　ロ　この判決は，疫学的知見として受動喫煙の有害性を認めたが，受動喫煙
の影響の程度については，一致した結論が得られていないこと，および，被告
が職場環境の改善に努力していること等から原告の請求を棄却している。
　⑺　郵政事業庁の庁舎内において，職員は受動喫煙を拒むことは認められる
余地もあるが，環境中たばこ煙に曝露させない環境におくことまでは認め
られないと棄却された事件
　イ　この事件は，郵政事業庁の京都簡易保険事務センター（以下，「本件セン
20）
21）
22）
23）
永田秀樹・法セミ458号（1993年 2 月）124頁。
名古屋市教員嫌煙権訴訟第 1審判決〔志賀中学校・桜田中学校〕事件・名古屋地判平10・ 2 ・
23判タ982号174頁。
控訴審の結果は不明（判例集未登載）。
判タ982号175頁解説部分。
京都簡易保険事務センター（嫌煙権）事件・京都地判平15・ 1 ・21労判852号38頁。
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ター」という）に勤務していた職員らが庁舎内を禁煙にすること，および，主
位的には安全配慮義務違反，予備的には不法行為に基づいて損害賠償請求等を
求めた事件であった。
　判旨は，以下のような理由で請求を棄却した（控訴・棄却）（上告・上告受理申
立，棄却不受理）。
　原告らは被告である国に，本件センター内において喫煙を禁止し，これを順
守させようとする内容は社会通念上容易に理解できるとした上で，「『嫌煙権』
……の利益が違法に侵害された場合に……人格権の一種として，受動喫煙を拒
むことを求め得ると解する余地も否定することはできない」とした。
　また，「本件センターにおいては……平成10年 3 月ころを境に，喫煙者は，
換気装置を設けた喫煙室……でのみ喫煙するようになり，現時点では空間的な
分煙は図られており，そのような状況は今後も継続することが期待できる」。
　「本件センターにおいて……禁煙タイムの設定，食堂に喫煙席を設け……次
第に分煙の試みもされていったことを考慮すると」「平成10年 3 月ころ以前の
状況に関しても，本件センターの庁舎を禁煙としなかったことを理由とする損
害賠償の主張はすべて理由がない」。さらに，「喫煙者が喫煙室でのみ喫煙をす
るようになった平成10年 3 月ころ以降の本件センター庁舎内の状況は，安全配
慮義務に違反し，違法なものであるとまではいえないから，そのころ以降の状
況に基づく本件センターの庁舎を禁煙としなかったことを理由とする損害賠償
請求は，すべて理由がない」。
　そして，「X1が日常執務する席は喫煙室から遠く，そこから漏れ出してくる
ETS〔EnvironmentalTobaccoSmoke：環境中たばこ煙〕に暴露される程度は低
〔く，〕X2についても，その化学物質過敏症による症状が本件センターにおけ
る受動喫煙と因果関係があるとまでは認められない」とした。
　ロ　判旨は，「人格権の一種」については，権利の内容や，いかなる場合に
権利侵害となり，その権利を侵害され又は侵害される際にいかなる効果が認め
24）
大阪高判平15・ 9 ・24労判872号88頁〔ダイジェスト〕。原告らの禁煙請求および損害賠償請求
を棄却した原審判決が相当とされた（上告・上告受理申立，棄却・不受理）。
24）
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られるかを全く示していないので，説得性を欠いていると考えられる。また，
被用者を完全に ETS からシャットアウトしなければ安全配慮義務違反となる
ことはできないと結論しているが，この判断は妥当ではない思慮する。
　⑻　地方公共団体である江戸川区は，職場における受動喫煙の被害から職員
を保護する安全配慮義務があり，その義務違反に損害賠償責任が認められ
た事件
　イ　この事件は，東京都江戸川区（以下，「江戸川区」という）の職員が，被告
である江戸川区に対し，職場を完全禁煙にするか喫煙場所を区画して換気系統
を別にする措置を講じるべき安全配慮義務に違反し，原告である職員が受動喫
煙の被害を受けたとして損害賠償請求等を求めた事件であった。
　原告は，平成 7年 4月 1日から同 8年 3月31日までは都市開発部再開発課再
開発第一係（以下，「都市開発部」という）に配属され，その後，同 8年 4月 1 日
から同11年 3 月31日までは保健所予防課業務係（以下，「保健所」という）に配
属され，同11年 4 月 1 日以降は，平井福祉センター（以下，「福祉センター」とい
う）に配属されていた。
　原告は，それぞれの配属先において，上司に受動喫煙に対する措置を要望し，
平成 8年 1月11日には，東京女子医科大学病院から「受動喫煙による急性障害
の疑い。非喫煙環境下での就業が望まれる」との診断書を受けて，翌日の12日
に，上司である課長に何とかしてほしいと申し出たが，何らの措置もなされな
かった。
　判旨は，以下のような理由で請求を一部認容した（確定）。
　「執務室内の分煙状況等にかんがみても，Ｙとしては，Ｘが，執務室内にお
いてなお受動喫煙環境下に置かれる可能性があることを認識し得たものと認め
られるから……診断書に記載された医師の指摘を踏まえた上で，受動喫煙によ
る急性障害が疑われるＸを受動喫煙下に置くことによりその健康状態の悪化を
25）
26）
小畑史子・労働基準2003年12月号37頁。
江戸川区（受動喫煙損害賠償）事件・東京地判平16・ 7 ・12判時1884号81頁。
25）
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招くことがないよう……速やかに必要な措置を講ずるべきであったにもかかわ
らず，同年 4月 1日にＸをその希望に沿って異動させるまでの間，特段の措置
を講ずることなく，これを放置していたのであるから，Ｙは，Ｘの生命及び健
康を受動喫煙の危険性から保護するよう配慮すべき義務に違反したものといわ
ざるを得ない」。
　ロ　この事件は，喫煙に関して寛容な社会的認識が残っているとしつつ，受
動喫煙に関する使用者の安全配慮義務違反に基づく損害賠償責任を初めて肯定
したものである。判旨は，問題とされている期間を以下の 3つに分けて論じて
いる。すなわち，①診断書を提出して配慮を求める平成 8年 1月12日より前の
期間，②診断書を示して配慮を求めた平成 8年 1月12日から保健所に配属にな
るまでの期間，③保健所配属の期間である。
　②の時期にＹの安全配慮義務違反が認められたのは，医師の診断書によると
ころが大きいと考えられる。使用者に受動喫煙による安全配慮義務違反の責任
を求めるためには，労働者の医学的な根拠に基づいた積極的かつ明示的な行動
が求められることになる。
　この事件の最大の意義は，受動喫煙に対する労働者の訴えを漫然と放置すれ
ば，使用者が一定の範囲において賠償責任を負う場合があると，はっきりと示
された点にあると考えられる。
　⑼　JR西日本に対して，職員らは分煙対策が不十分なため受動喫煙による
ストレスを感じ，重篤な疾病等に罹患する危険性にさらされているとして
人格権に基づく妨害排除請求等を求めたが棄却された事件
　イ　この事件は，JR西日本の分煙対策が不十分なため受動喫煙によるスト
レスを感じ，重篤な疾病等に罹患する危険性にさらされているとして人格権に
27）
28）
29）
30）
31）
小畑史子・ジュリ1302号（2005年12月）170-171頁。
川田知子・労働法学研究会報2351号（2005年 2 月）30頁。
原　俊之・労旬1599号（2005年 5 月）27頁。
法セミ599号（2004年11月）129頁。
JR西日本（受動喫煙）事件・大阪地判平16・12・22労判889号35頁。
27）
28）
29）
30）
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基づく妨害排除請求・予防請求権又は雇用契約に基づく安全配慮義務履行請求
権に基づき各施設内を禁煙室とする作為請求および不法行為又は安全配慮義務
違反に基づく慰謝料請求を求めたものであった。
　判旨は，以下のような理由で請求を棄却した（確定）。
　Ｙは，「法令等により直ちに事業場内のすべての箇所において禁煙措置を講
じることを義務付けられているわけではな」く「ＹがＸらとの関係において，
安全配慮義務の内容としていかなる受動喫煙対策を講じるべきかは……Ｘらに
生じた健康上の影響等を踏まえて判断されるべきものである」とした。
　人格権に基づく妨害排除請求・予防請求権に基づく作為請求については，
「ＹがＸらとの関係で安全配慮義務の一内容として〔Ｘらが主張するところと同
様の分煙措置を講ずる〕作為義務を負っているということはできないから……理
由がない」とした。
　不法行為又は安全配慮義務に基づく慰謝料請求について，「Ｙが，Ｘらに対
し，本件各施設を禁煙にするなどしてＸらの受動喫煙を完全に防止するに足り
る分煙措置を講じる作為義務を負っているとはいえず……損害賠償請求も，い
ずれも排斥を免れない」とした。また，判旨は，「Ｘらは，受動喫煙により何
らかの疾病に罹患するなど現実に医師の治療を要するほどの健康が害されたと
までは認められない」としている。
　⑽　非喫煙タクシーに乗務することを前提に採用された乗務員が，喫煙タク
シー乗務による受動喫煙により損害賠償請求を行なったが棄却された事件
　イ　この事件は，非喫煙タクシーに乗務することを前提に採用された乗務員
が，喫煙タクシー乗務による受動喫煙により安全配慮義務の不履行又は不法行
32）
33）
小畑・前掲評釈注27）170頁。
神奈中ハイヤー（受動喫煙）事件・東京高判平18・10・11労判943号79頁，最一小決平19・
2 ・15判例集未登載。
原審・横浜地裁小田原支判平18・ 5 ・ 9 判タ1229号248頁においても，「タクシーの乗務員にお
いても，自らの受動喫煙による体調の変化については，明確に，雇主に告知することが必要であ
る。告知があるにもかかわらず，雇主が，これを放置するなどし，これにより，タクシー運転手
に被害が生じた場合には，雇主は，安全配慮義務違反を理由に，因果関係のある損害についてそ
の責任を負うと解することが相当である」と判示された。
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為により損害賠償請求を行なって請求が棄却され，控訴審においても原審と同
様に棄却されたものであった。
　判旨は，以下のような理由で請求を棄却した（上告・上告受理申立，棄却・不
受理）。
　「非喫煙者車両に乗務するものであることを前提に，Ｙ会社〔被告・被控訴
人〕に採用されたＸ〔原告・控訴人〕の受動喫煙を理由とする本件損害賠償請求
訴訟において，Ｙ会社が安全配慮義務の不履行又は不法行為に基づく損害賠償
義務を負うというためには，Ｘにおいて，Ｙ会社に対しその業務の遂行におけ
る受動喫煙による体調の変化を具体的に訴え，Ｙ会社が，その健康診断により，
Ｘに受動喫煙による健康への悪影響が生じていることを認識し得たにもかかわ
らず，これを漫然と放置したために，Ｘに受動喫煙による健康被害の結果が生
じていたものと認めることができる場合であることを要するものと解するのが
相当である」。
　ロ　この事件も，上記⑻事件と同様に，使用者に受動喫煙による安全配慮義
務違反の責任を求めるためには，労働者の医学的な根拠に基づいた積極的かつ
明示的な行動を求めている。非喫煙車両に乗務することが前提とされていた労
働条件は，これよりも劣位におかれていると考えられる。
　⑾　個人タクシー事業主である原告が，タクシー業務適正化臨時措置法（当
時）に基づく所管大臣の指定を受けた実施機関を被告として，その指導に
違法があると主張したが，棄却された事件
　イ　この事件は，個人タクシー事業主である原告が，タクシー業務適正化臨
時措置法（現在は，タクシー業務適正化特別措置法）に基づく所管大臣の指定を受
けた実施機関である財団法人東京タクシーセンターを被告として，その指導に
違法があるとして，不法行為による損害賠償請求等を求めたものである。
34）
35）
損害賠償請求事件・東京地判平19・ 7 ・11判タ1267号240頁。控訴審の結果は不明（判例集未
登載）。
判タ1267号241頁解説部分。
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　具体的な指導内容は，受動喫煙を避けるために，換気のためにタクシーの窓
を開けたり，乗客に対して禁煙を願い出たりする行為を接客態度違反として一
律禁止され，また，実際接客態度違反があったとして始末書の提出を強要され
たというものである。これにより，原告は，タクシーの乗務中に受動喫煙を強
要され，健康被害等が生じたとして不法行為による損害賠償請求をした。
　判旨は，以下のような理由で請求を棄却した（控訴）。
　「Ｙが，禁煙を理由として，喫煙者に対する乗車拒否をすることができない
という立場をとっていたとしても，それは，一般的に，タクシー事業主が乗車
拒否することは違法とされており，禁煙を理由としても乗車拒否は許されない
との解釈を採っていたことによるものと推認され，当時の状況からすれば，Ｙ
が，そのような立場をとっていたとしても，社会通念上，不相当なものとは認
められない」。
　「仮に，Ｙが本件サービス方針を採り……違法行為を行っていたとしても，
適正化法は……適正化事業実施機関が実施する業務について，タクシー運転者
の道路運送法に違反する運送の引受けの拒絶その他同法又はこの法律に違反す
る行為の防止及び是正を図るための指導を定めているところ，その指導につい
て，法律上の効果を規定するものは一切ないことから，法律上の強制力がある
と認めることはできないし，Ｙによる指導の効果として，タクシー事業者に対
して，運輸大臣（国土交通大臣）による処分や事業免許の剥奪の効果が生ずる
ものであると認めることもできない」。
三　わが国における受動喫煙に関する法制度
　それでは，わが国における受動喫煙に関する法制度はどのようになっている
のであろうか。
　わが国においては，憲法上，嫌煙権が明確に認められるか否かは議論が分か
れるところであるが，健康増進法（平成14年法103号）25条において，受動喫煙
の防止の規定がなされている。すなわち，「学校，体育館，病院，劇場，観覧
場，集会場，展示会，百貨店，事務所，官公庁施設，飲食店その他の多数の者
36　（212）
が利用する施設を管理する者は，これらを利用する者について，受動喫煙（室
内又はこれに準ずる環境において，他人のたばこの煙を吸わされることをい
う。）を防止するために必要な措置を講ずるように努めなければならない」と
いうものである。
　そして，平成17年 2 月27日に「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条
約」が発効した。この条約は，世界保健機構（WHO）の下で作成された保健分
野における初めての多数国間条約であって，たばこの消費等が健康に及ぼす悪
影響から現在および将来の世代を保護することを目的としている。より具体的
には，職場等の公共の場所におけるたばこの煙にさらされることからの保護を
定める効果的な措置をとることにある。
　そして，平成19年 6 月から 7月にかけて開催された第 2回締結国会議おいて，
条約 8条を適切に履行することを目的とした「たばこの煙にさらされることか
らの保護に関するガイドライン」が採択され，受動喫煙を取り巻く環境は，急
激に変化している。今後の受動喫煙対策の基本的な方向性として，多数の者が
利用する公共的な空間については，原則として全面禁煙であるべきだが，全面
禁煙が極めて困難な場合等においては，当面施設の態様や利用者のニーズに応
じた適切な受動喫煙防止対策を進めることとなった。
　職場における受動喫煙防止対策については，「職場における喫煙対策のため
のガイドライン」（平成15・ 5 ・ 9 基発0509001号）に即した対策が講じられるこ
とが望ましいとされている。
　そして，施設および設備に関する具体的な内容は，①可能な限り，喫煙室を
設置することとし，喫煙室の設置が困難である場合には，喫煙コーナーを設置
すること，および，②喫煙室等には，たばこの煙が拡散する前に吸引して屋外
に排出する方式の喫煙対策機器を設置し，適切に維持管理することである。
　さらに，職場における受動喫煙防止対策は，厚生労働省労働基準局安全衛生
36）
37）
38）
外務省「『たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約』の発効について」http://wwwm.fofa.
go.jp/modsj/press/release/17/rls_0225e.html（lastvisitedOct9th,2011）。
受動喫煙防止対策について（平成22・ 2 ・25健発0225第 2 号）参照。
職場における喫煙対策のためのガイドラインについて（平成15・ 5 ・ 9 基発0509001号）参照。
36）
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部における「職場における受動喫煙防止対策に関する検討会」が今後の方向性
を議論した。そして，厚生労働省からの委託を受けて中央災害防止協会では，
受動喫煙による健康影響および諸外国の労働環境における喫煙規制の状況に関
する調査研究が行なわれた。
　その後，平成23年10月20日に厚生労働省は，すべての事業所および工場に
「全面禁煙」か，喫煙室以外での喫煙を禁止する「空間分煙」を義務づけるこ
となどを盛り込んだ「労働安全衛生法の一部を改正する法律案」を第179回国
会（臨時会）に提出することとなり，同年12月 2 日法律案が提出された。
四　カナダにおける受動喫煙に関する判例の動向
　既述の中央災害防止協会での調査研究においては，カナダ・アメリカ・ドイ
ツ・フランス・イギリス・オーストラリア・韓国・タイにおける受動喫煙に関
する調査研究がなされた。わが国の場合は，完全禁煙および完全分煙を義務づ
けるものではなく，分煙対策の在り方を段階的に進展させてきている。それに
対して，カナダは，完全禁煙を目標とした厳格な喫煙対策が推進されているこ
とから，以下カナダにおける受動喫煙に関する判例の動向を検討する。
　⑴　喫煙は権利および自由に関するカナダ憲章上の権利ではないとされた事件
　イ　この事件は，オンタリオ州上位裁判所（Ontario　SuperiorCourtofJustice）
が，2003年12月30日に判決したものであった。
　ロ　申立人は，心神喪失により有罪ではないと認定され，そして州の施設で
あるOakRidgeDivisionof thePenetanguisheneMentalHealthCenter に収
容されていた。その者の処分は，OntarioReviewBoard により，刑法の精神
疾患に基づく672.81条 1 項にしたがって毎年審査されていた。申立人は当該施
39）
40）
41）
42）
厚生労働省通達・前掲注37）参照。
読売新聞2011（平成23）年10月20日（木曜日）朝刊 2面。
中央災害防止協会中央快適職場推進センター「平成19年度受動喫煙の健康への影響及び防止対
策に関する調査研究委員会報告書」109頁および131頁〔小谷順子〕。
判例の選択にあたっては，上記報告書の132頁〔小谷順子〕から示唆を得た。
Vaughanv.Ontario,115C.R.R.(2d)36.
39）
40）
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42）
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設に23年間継続して収容されていた。
　申立人はたばこ中毒であり，実際かなりの期間そうであった。申立人はたば
こを吸うことは，自分自身を含めた個人の利益（benefit）として規定できるも
のと考え，またたばこが心身に有害となる医学的な証拠の評価は，世界的にみ
れば決定的なものではないと考えていた。
　申立人は，その「権限」は自らの根本的な破滅とは無関係であると考え，当
該施設における諸条件は，自らを自殺に追い詰めることができると考えていた。
　ハ　告訴され又は有罪の判決を受けて投獄された場合には，あらゆる州の拘
置所において完全な喫煙禁止令がある。連邦の拘置所においては，何ら喫煙禁
止令は存在しない。申立人が投獄されている州の施設の類においては，喫煙禁
止令に関する統一の方針はない。1994年のたばこ規制法（TobaccoControlAct,
1994） 9 条 1 項にしたがって，当該施設を運営し又は管理する者が，同法11条
1 項に基づいて免除され喫煙を許可されている領域以外では，喫煙は精神病治
療の施設において禁止されている。若干の施設では完全な禁止令が存在し，そ
の他部分的な禁止令が存在し，何ら禁止令が存在していない状態であった。
　ニ　1992年 5 月 6 日より前に，喫煙はたばこ規制法11条 1 項に基づき免除さ
れたことによってOakRidge の限定された領域で許可されていた。この日か
ら，禁煙は許可された。
　被告は，精神病を有する人々は喫煙率が高く，時には80％の高さと評価され
てMHCO患者は全く除外されていない。
　申立人は，喫煙禁止令は，権利および自由の憲章の 7条および12条に基づく
申立人の憲法上の権利を侵害し又は否定することを宣言することなどを求めた。
　判旨は，以下のような理由で請求を棄却した。
　「喫煙するための憲法上の権利は存在しない，それは酒又は中毒にもなりう
43）
44）
判決文を当たったが，MHCOについては不明である。
1982年のカナダ憲法の第 1章である権利および自由に関するカナダ憲章の 7条は「何人も，生
命，自由および身体の安全の権利を有するのであって，根本的正義の原理によらなければ，その
権利を奪われない（Everyonehastherightto life, libertyandsecurityof thepersonandthe
rightnot tobedeprived thereofexpect inaccordancewith theprinciplesof fundamental
justice.）」と規定している。
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る物質を使用することが憲法上の権利でないことと同様である」。
　⑵　オンタリオ州法による室内又は公共の場における喫煙の禁止は権利およ
び自由に関するカナダ憲章に違反しないとされた事件
　イ　この事件は，オンタリオ州上位裁判所（OntarioSuperiorCourtofJustice）
が，2006年 9 月11日に判決したものであった。
　ロ　訴えは，喫煙からの自由に関するオンタリオ法（Smoke-FreeOntarioAct）
およびこれに付随する規則（regulation）の正当性を問うものであり，これらは
2006年 5 月31日に施行され布令された。
　喫煙からの自由に関するオンタリオ法の効力は，オンタリオ州内全域におけ
る室内又は公共の場における喫煙を，一定の限られた除外規定にしたがって禁
止することである。
　ハ　以前のたばこ規制法（TobaccoControlAct）においては，原告の建物内
における喫煙は許可されていた。たばこ規制法が制定されたのと同時に，地方
自治法（MunicipalAct）は自治体が公共の場および職場における喫煙を許可お
よび禁止することを承認するための改正がなされた。自治体は，自治体内にお
いて喫煙を許可し規制する条例を承認する権限を保有し続けた。この権限の付
与においては，自治体に指定された喫煙室の設置の許可を認めていた。自治体
は，喫煙は独立し換気がなされる指定された喫煙室の中で許可されていること
を規制する条例が可決したあとも，原告がビジネスをつづけることを認めてい
た。これらの条例にしたがって，原告はその施設の中に喫煙室を建設した。
　原告は，これらの喫煙室は，自治体の有効な喫煙条例に応じたものだと主張
した。喫煙からの自由に関するオンタリオ法がいったん施行され布令されると，
原告の指定された喫煙室における喫煙は，もはや許可されなかった。
　争点の 1つは，喫煙からの自由に関するオンタリオ法の立法は，権利および
自由に関するカナダ憲章に違反すると主張できる請求であるのかというもので
45）
ClubProAdultEntertainmentInc.v.Ontario,150C.R.R.(2d).45）
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あった。
　ニ　判旨は，以下のように結論した。
　「事実についての根拠は，本上訴において根本的に重要である。憲章に違反
するといわれている当該立法の目的ではなく，その効力が目的である。仮に，
心身に有害な効果が立証されなければ，憲章違反および主張の根拠を何ら認め
ることはできない。このように，事実の根拠の欠如は，見落とし得るさまつな
事項ではなく，むしろ上訴人の地位の決定的な欠点である」。
　原告は，また喫煙からの自由に関するオンタリオ法は，恣意的および漠然
であり，それゆえ，憲章 7 条に基づく根本的正義の原理に違反すると主張し
た。
　「Rv.Beare 事件において，カナダ連邦最高裁判所は， 7条の基づく検討を
審査した。同裁判所は，検討には 2つの段階があると認定した。第 1には，生
命・自由・身体の安全の権利（rightto life, liberty,andsecurityoftheperson）の
侵害があったという認定をしなければならない，第 2には，その侵害が根本的
正義の原理（principlesof fundamental justice）に違反していることを認定になけ
ればならない。
　それゆえ，わたくしは，喫煙からの自由に関するオンタリオ法は，原告の生
命・自由・身体の安全の権利を侵害していないので，根本的正義の原則に関す
る原告の主張を検討する必要がないことは，明瞭かつ明白であると認定した。
これら 7条の諸権利の侵害なしに，喫煙からの自由に関するオンタリオ法が，
根本的正義の原則に違反しているか否かの争点は，争訟性を喪失したというも
のである。
　これらの理由から，わたくしの見解においては，喫煙からの自由に関するオ
ンタリオ法が憲章 7条の諸権利を侵害しているという原告の請求が成立しない
ということは，法律問題としては明瞭かつ明白である。したがって，本請求は，
修正の許可がなければ削除される」。
46）
[1988] 2 S.C.R.387.46）
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　⑶　喫煙は伝統的な宗教上の儀式を除いては，権利および自由に関するカナ
ダ憲章の保護を受けないとされた事件
　イ　この事件は，サスカチュワン州女王座裁判所（SaskatchewanCourtof
Queen’sBench）が，1995年 6 月20日に判決したものであった。
　ロ　室内および屋外の禁煙政策が，correctionalcenter によって採用されて
いた。そこには，先住民の祖先をもつ者が85％を占める約450名の居住者がい
た。居住者の425名が常習的な喫煙者であった。居住者委員会は，この州の精
神病治療施設の患者は喫煙を許可されているので，当該禁煙政策は権利および
自由に関するカナダ憲章15条に違反しているという差止命令に関する請求の法
的手続を提起した。この申立ては，棄却された。当該精神病治療の施設におけ
る喫煙政策は，認知された医学的な必要性又は望ましい作用があり，当該患者
らの状況は，居住者との状況とは比較できないというものであった。
　判旨は，以下のように請求を棄却した。
　「なぜなら，たばこには習慣性があり，喫煙した際の健康上のリスクは，喫
煙者だけではなく他の者にもあるので，当局は人々にその使用を規制すること
を選択した。居住者らへの剥奪の結果は，それゆえ刑罰（punishment）や処置
ですらなく，単に非喫煙者の被用者および（喫煙しない憲法上の権利を有する
ことができる）居住者を環境又は『間接（secondhand）』喫煙の影響から保護
するための必要な予防措置である」。
　「この点における注意深い検討の後で，わたくしは，喫煙はおそらく明白に
認定された伝統的な宗教上の儀式を除いては，国民は憲章の保護を受けること
を支持していないと確信している。したがって，当該居住者らの申立ては，棄
却されなければならない」。
47）
48）
ReginaCorrectionalCentreInmateCommitteev.Saskatchewan,133Sask.R.61.
権利および自由に関するカナダ憲章の15条 1 項は，以下のように規定している。
すなわち，「すべて個人は，法の前および法の下に平等であり，とりわけ，人種，出身国もし
くは出身民族，皮膚の色，宗教，性別，年齢又は精神的もしくは肉体的障害により差別されるこ
となく，法による同様の保護および利益を受ける権利を有する（Everyindividual isequal
beforeandunderthelawandhastherighttotheequalprotectionandequalbenefitofthelaw
withoutdiscriminationand, inparticular,withoutdiscriminationbasedonrace,nationalor
ethnicorigin,colour,religion,sex,age,ormentalorphysicaldisability.）。
47）
48）
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　⑷　たばこ広告の規制と表現の自由に関する合憲性の判断に伴って，たばこ
の有害性が判示された事件
　イ　この事件は，カナダ連邦最高裁判所（SupremeCourtofCanada）が，
2007年 6 月28日に判示したものであった。
　1995年，カナダ連邦最高裁判所は，たばこ製品規制法（TobaccoProducts
ControlAct）の広告規定を削除した。同法は，広範にあらゆるたばこ製品の広
告および販売促進を，詳細で具体的な例外にしたがってたばこ製品の包装に興
味をもたせることがないように書き添えて，禁止していた。
　この事件における同裁判所の多数意見は，制限された自由な表現であり，政
府は権利および自由に関するカナダ憲章 1条に基づく制限を正当化することに
失敗したと判示した。同裁判所の判決にしたがって，議会は，たばこ法
（TobaccoAct）および諸規則を制定した。たばこ法が争われ，事実審裁判官
（trial judge）が憲法上の規定として支持した。ケベック州控訴裁判所（Quebec
CourtofAppeal）は，この枠組みのほとんどを支持した，しかし，憲法上とは
ならない規定の若干の部分については認定をした。
　ロ　上訴は支持され，および，交差上訴は却下された。最大の争点は，たば
こ法の制限される一定の規定は，表現の自由を保障する憲章 1条によって要求
される合理性によって正当化されるか否かである。
　判旨は，以下のように結論した。
　「政府は，立法によって強いられる自由な表現への制限は，憲章 1条によっ
て要求される自由で民主的な社会において，明白に正当化されたことを提示し
なければならなかった。議会が示した立法がカナダ連邦最高裁判所の判決に応
えたという単なる事実は，不利に作用したものでもないし，又は，したがった
49）
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J.T.I.MacDonaldCorp.v.Canada(procureuregénérale)2007SCC30.
権利および自由に関するカナダ憲章の 1条は，以下のように規定している。
すなわち，「『権利および自由に関するカナダ憲章』は，自由で民主的な社会において明確に正
当化され得る合理性を持ち，かつ法で定める制限にのみ服することを条件に，この憲章で規定す
る権利および自由を保障する（TheCanadianCharterofRightsandFreedomsguaranteesthe
rightsandfreedomssetout in itsubjectonlytosuchreasonable limitsprescribedbylawas
canbedemonstrablyjustifiedinafreeanddemocraticsociety.）。
49）
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ものでもない」。
　「たばこ製品および品質についての情報は，既にたばこ中毒になっている消
費者には若干の価値はあるが大きなものではなかった。他方，若者および社会
にとっては，〔たばこ製品販売促進〕禁止令の有益な効果は，十分に意味のある
ことである」。
五　カナダにおける受動喫煙に関する法制度
　カナダは連邦制の国家であって，連邦および州のレヴェルで受動喫煙に対す
る立法がなされている。本稿においては，連邦の非喫煙者の健康法（Non-
smokers’　HealthAct）およびオンタリオ州の喫煙からの自由オンタリオ法
（Smoke-freeOntarioAct）を以下検討する。
　⑴　連邦の非喫煙者の健康法（Non-smokers’　HealthAct）
　イ　同法において，被用者とは，使用者によって雇用される者を意味する
（ 2条 1項）。
　これに対して，使用者とは，カナダ労働法典123項⑴に規定される雇用にお
いて， 1人以上の者を雇用するか，又は，財政執行法（FinancialAdministration
Act）の別表ⅠもしくはⅣに規定される連邦公務行政の部分の被用者に関係す
る財政委員会（treasuryboard）（同条同項⒜），財政執行法の別表Ⅴに独立行政
機関と称されその被用者に関係する独立行政機関（同条同項⒝），被用者に関係
する範囲内で上院・下院・議会の図書館・上院倫理官事務室もしくは利益相反
および倫理官事務室又は場合によっては被用者に関係する範囲内で上院もしく
は下院の委員会（同条同項⒞），又は，スタッフである被用者に関係する範囲で
の上院もしくは下院の議員，この場合には大臣執務室に雇用される者を含み，
又は，被用者に関係する範囲内での議員の指示もしくは監督に基づいて，上院
もしくは下院によって提供される施設である政党の議事堂のスタッフである
（同条同項⒟）。
　そして，職場とは被用者が雇用の義務を履行する室内又は閉ざされた空間で
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あって，隣接した廊下・ロビー・階段・エレベーター・食堂・トイレその他雇
用の過程の間にかかる被用者がひんぱんに出入りする公共の空間を含む（同条
同項）。
　ロ　そして，使用者の主な義務として，以下のことが規定されている。
　すなわち，いかなる使用者，使用者の代理として行為する者も，人々が使用
者の管理に基づく職場において，喫煙することを控えることを保障しなければ
ならない（ 3条 1項）。
　使用者は，規則によって許可されている範囲であって（同条 2項本文），非喫
煙者によって通常占有されている部屋以外の使用者の監督に基づく閉ざされた
空間（同条同項ａ号），および，非喫煙者によって通常占有されている範囲以外
の使用者の監督に基づく航空機・列車・自動車又は船又は空港の旅客ターミナ
ル，鉄道旅客の駅，都市連絡のバス停又は船舶旅客のターミナルにおいて（同
条同項ｂ号），喫煙を許可することができる。
　 1項の規定にかかわらず，使用者は，被用者の任務の性質によって， 2項に
基づく喫煙を許可された部屋又は範囲において，任務の履行を要求することが
できる（同条 3項）。 2項に基づく喫煙室を，1990年 1 月 1 日以前に建築が開始
されたビル又はビルの 1部に使用者が有している場合には，使用者は，合理的
で実行可能な範囲において，その部屋に喫煙室の独立した換気方法に関する規
則の要求にしたがうことを確保しなければならない（同条 4項）。
　使用者は，その部屋が，1989年12月31日以後に建築が開始されたビル又はビ
ルの 1部において，喫煙室の独立した換気方法に関する規則の要求にしたがう
ことができなかった場合には， 2項に基づく喫煙室を指定しなくてよい（同条
5項）。
　使用者は，旅客を乗せた航空機・列車・自動車・自動車・船舶以外の職場に
おいては，職場委員会（workplacecommittee）又はその職場（workplace）に関
する健康および安全代表者（healthandsafetyrepresentative），かかる委員会又
は代表者がいない場合には，そこで雇用されている被用者と協議した後でなけ
れば， 2項に基づく喫煙室又は喫煙範囲を指定することができない（同条 6項）。
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6 項における「職場委員会」「健康および安全代表者」および「職場」の表現
は，カナダ労働法典（CanadaLabourCode）の第 2章と同じ意味を有する（同条
7項）。
　いかなる者も，喫煙室又は喫煙範囲以外の使用者の監督に基づく職場の空間
においては，喫煙してはならない（ 4条 1項）。使用者は，規則の要求する範囲
および方法にしたがって， 1項において禁止される公務員および議員に，使用
者の監督に基づく喫煙室の場所および喫煙範囲を周知させなければならない
（同条 2項）。
　使用者によって運行されている航空機・列車・自動車又は船舶において喫煙
している乗客に気づいた被用者は，その乗客に喫煙をやめるよう要求しなけれ
ばならない（ 5条 3項）。乗客が 3項に基づく要求にしたがわなかった場合には，
使用者は，その乗客に次に予定された停車場において，乗客がしたがわなかっ
た不履行の結果として，降りることを要求しなければならない（同条 4項）。
　ハ　非喫煙者の健康法では，一定の目的のために調査（inspection）が行われ
る。
　すわなち，労働大臣（MinisterofLabour）は，10条ないし14条の目的のため，
調査官（inspector）を任命することができる（ 9条 1項）。調査官は，本法にし
たがっていることを確認する目的のため，合理的な時間帯に，使用者の監督に
基づく職場空間を調査することができる（10条 1 項）。
　 3条又は 4条 2項又は 5条 4項に違反する使用者は，犯罪を犯し，陪審によ
らない有罪判決（summaryconviction）により，責任を負う（11条 1 項本文）。初
犯は，1000カナダドルを超えない罰金（fine）（同条同項ａ号），および，その後
の犯罪は，10000カナダドルを超えない罰金（同条同項ｂ号）である。
　 4条 1項又は 5条 3項に違反する使用者は，犯罪を犯し，陪審によらない有
罪判決により，責任を負う（同条 2項本文）。初犯は，50カナダドルを超えない
罰金（同条同項ａ号），その後の犯罪は，100カナダドルを超えない罰金（同条同
項ｂ号）である。10条に違反した者は，犯罪を犯し，陪審によらない有罪判決
により，1000カナダドルを超えない罰金の責任を負う（同条 3項）。
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　⑵　喫煙からの自由オンタリオ法（Smoke-FreeOntarioAct）
　イ　同法において，閉ざされた職場（enclosedworkplace）とは，場所の内部，
ビルもしくは車両もしくは輸送機関もしくはそれらの一部であり（ 1条 1項ａ
号），屋根でおおわれ（同条同項同号ⅰ），被用者が内部において労働するか，も
しくは，その雇用の過程における時間に行為するか否かにかかわらずしばしば
出入りし（同条同項同号ⅱ），かつ，本来住居ではなく（同条同項同号ⅲ），又は，
指示された場所である（同条同条 b号）。　そして，人は，閉ざされた公共の場
所又は閉ざされた職場において，たばこを喫煙し又は火のついたたばこを持っ
てはならない（ 9条 1項）と禁止されている。
　ただし，要請によって，先住民の住居・病院の経営者・施設・住居・住宅そ
の他以下に表示されている場所においては，屋内の範囲で，喫煙が許可されて
いるほかの範囲から分離して，伝統的な先住民の文化のために又は精神的な目
的のためのたばこの使用は，除外しなければならない（13条 4 項本文）。
　ロ　使用者の義務として，以下のことが規定されている。すなわち，使用者
は，管理を行なっている 2項に言及される閉ざされた職場又は場所又は範囲に
関して（ 9条 3項本文），本項にしたがうことを確実にしなければならず（同条
同項ａ号），それぞれの被用者に，規則にしたがった方法において，喫煙が禁止
される閉ざされた職場又は場所又は範囲であることを通知しなければならず
（同条同号ｂ号），規定された方法において，トイレを含む使用者が監督する閉
ざされた職場又は範囲の至るところに，禁煙の掲示をしなければならなず（同
条同号ｃ号），製造業者が灰皿を車に設置する以外は，灰皿又は類似の備品を閉
ざされた職場又は場所，又は範囲におかないことを確実にしなければならず
51）
14条 4 項 1 号　公立病院法（PublicHospitalsAct）に規定される病院
　　　　 2号　私立病院法（PrivateHospitalsAct）に規定される病院
　　　　 3号　指定された精神病治療の施設
　　　　 4号　長期間介護ホーム法（Long-termCareHomesAct）の意味する長期介護ホーム
　　　　 5号　特別介護ホーム法（HomesforSpecialCareAct）に基づく特別介護に関する
ホーム
　　　　 6号　廃止
　　　　 7号　廃止
　　　　 8号　2005,c.18,s22(2);2007,c.8,s.227(3) のクラスに規定されている場所
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（同条同条ｄ号）， 1項又は 2項にしたがうことを拒否した者が，閉ざされた職
場又は場所又は範囲に残らないことを確実にしなければならず（同条同号ｅ号），
その他規定された義務を確実にしなければならない（同条同号ｆ号）。
　使用者又は使用者のかわりに行為する者は，被用者に対して，被用者が本法
に従って行為していた又は被用者が本法の執行をもとめたことを理由に，以下
の行為をしてはならない（9条 4項本文）。当該被用者を解雇すること（dismissing）
又は解雇すると脅迫すること（threatening）（同条同項 1号），当該被用者を懲戒
すること（disciplining）又は停職すること（suspending）又はそうすることの脅
迫（同条同号 2号），当該被用者に罰（penalty）を与えること（同条同号 3号），
当該被用者を脅迫すること又は強制すること（coercing）（同条同号ｂ号），である。
　ハ　喫煙からの自由オンタリオ法においては，一定の目的のために調査
（inspection）が行われる。
　大臣は，この法律の目的のため，調査官（inspector）を任命することができ
る（14条 1 項）。この法律にしたがっているか否かを決定する目的のために，調
査官は令状（warrant）なしで， 4条 2項および 9条に言及されている場所並び
にたばこ卸業者および配送業者の施設の中に入り，調査をすることができる
（同条 2項）。
　令状なしで場所に入り調査する権限（power）は，その場所の正規の業務時
間の間のみに，正規の業務時間がない場合には，昼間の時間に行使することが
できる（同条 4項）。令状なしで場所に入り調査する権限は，住居として使用さ
れている場所の一部には，住居の居住者に合理的な通知（notice）をしていな
い場合には，行使することができない（同条 5項）。調査官は，場所に入って調
査するために，武力（force）を行使する資格を有さない（同条 6項）。
　人は，調査官の調査をじゃましたり，妨害したり，干渉することはしてなら
ず，当該調査に関する事項の質問に回答することを拒否してはならず又はその
者が当該調査に関して了知していることを虚偽又は誤った方向に導く情報を調
査官に提供してはならない（14条16項）。
　14条16項に規定される調査妨害をはじめとして，一定の規定に違反する者は，
48　（224）
犯罪を犯し，陪審によらない有罪判決により 3項にしたがって決定される罰金
（fine）の責任を負う（15条 1 項）。罰金は，①その主体が個人であるか法人で
あるか，および，②初犯から 4回以上の犯罪の回数に分かれて規定されている。
　14条16項違反が個人によりなされた場合には，初犯が2000カナダドル，再犯
が5000カナダドル， 3回目の犯罪が10000カナダドル， 4回目以上の犯罪が
50000カナダドルと規定されている。同条同項違反が法人によりなされた場合
には，初犯が5000カナダドル，再犯が10000カナダドル， 3回目の犯罪が25000
カナダドル， 4回目以上の犯罪が75000カナダドルと規定されている。
六　お わ り に
　これまで考察してきたように，カナダにおいては，完全分煙をめざして喫煙
対策の措置がとられている。とりわけ，職場においては，受動喫煙を防止する
ため，厳格な分煙対策の措置がとられ，それを保障するため，調査官制度が設
定され，罰金が規定されている。
　わが国においては，時代の流れとともに受動喫煙を問題視する傾向があった
が，「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」の発効により，受動喫煙
を取り巻く環境は，急激に変化した。
　平成23年12月 2 日に厚生労働省は，受動喫煙防止対策の充実および強化を図
るため，すべての事業所および工場に「全面禁煙」か，喫煙室以外での喫煙を
禁止する「空間分煙」を義務づけることなどを盛り込んだ「労働安全衛生法の
一部を改正する法律案」を第179回国会（臨時会）に提出した。
　その内容は，屋内作業場その他の厚生労働省令で定める作業場について，専
ら喫煙のために利用されることを目的とする室（喫煙室）を除き，喫煙を禁止
52）
14条 6 項以外では， 3 条・3.1条・3.2条・ 4 条 1 項・ 5 条・6.1条・ 9 条・13条 4 項・16条 4
項・17条 6 項・18条 4 項・18条 5 項が15条 1 項に規定されている。
3条・3.1条・3.2条は，個人・法人ともに別の罰金額が規定されている。すなわち，個人によ
ってなされた場合には，初犯が4000カナダドル，再犯が10000カナダドル， 3回目の犯罪が20000
カナダドル， 4回目以上の犯罪が100000カナダドルと規定されている。同条同項違反が法人によ
ってなされた場合には，初犯が10000カナダドル，再犯が20000カナダドル， 3回目の犯罪が
50000カナダドル， 4回目以上の犯罪が150000カナダドルと規定されている。
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することその他の厚生労働省令で定める措置を講じなければならないものであ
る（68条の二）。
　このことは，すべての事業場および工場に「全面禁煙」か，喫煙室以外での
喫煙を禁止する「空間分煙」を義務づけるものである。
　ただし，飲食および措置が困難な職場については，上記義務は当分の間適用
されないが，受動喫煙の程度を低減させるための措置として厚生労働省令で定
める措置を講じなければならないものとすることとされている（附則27条）。
　自治体レヴェルでの受動喫煙対策に差が生じていることから，法律において
規制することが受動喫煙の防止には重要である。
　今後は，カナダのように一定の例外を認めながら，完全分煙をめざすことが，
職場の受動喫煙を防止するには適切であると考える。
53）
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